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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動子本体部と、前記振動子本体部の一面に設けられる第１電極と、前記振動子本体部
のもう一方の面に設けられる第２電極と、前記振動子本体部の一面及びもう一方の面の側
辺部に形成される無電極部と、を有する振動子を含み、
　前記一方の側辺部の無電極部には、前記第１電極と同じ厚みであり、前記第１電極と電
気的に非導通の第１スペーサが形成され、前記もう一方の側辺部の無電極部には、前記第
２電極と同じ厚みであり、前記第２電極と電気的に非導通の第２スペーサが形成されるこ
とを特徴とする超音波探触子。
【請求項２】
　前記第１スペーサと前記第１電極とは同じ材質であり、前記第２スペーサと前記第２電
極とは同じ材質であることを特徴とする請求項１記載の超音波探触子。
【請求項３】
　前記第１スペーサ及び前記第２スペーサの一方の辺は、前記振動子本体部の側辺部の端
部まで存在していることを特徴とする請求項１又は２記載の超音波探触子。
【請求項４】
　振動子本体部と、前記振動子本体部の一面に設けられる第１電極と、前記振動子本体部
のもう一方の面に設けられる第２電極と、前記振動子本体部の一面及びもう一方の面の側
辺部のうち少なくともいずれか一方の側辺部に形成される無電極部と、を有し、前記無電
極部には、前記第１電極又は前記第２電極と同じ厚みであって、前記第１電極又は前記第
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２電極と電気的に非導通のスペーサが形成されている振動子を用意し、前記第１電極上及
び前記第２電極上に超音波探触子の他の部材を加圧接着することを特徴とする超音波探触
子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波探触子及び超音波探触子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子セクタ走査方式などが適用される一般的な超音波探触子は、単一又は複数の振動子
素子を有する振動子本体と、その上下面に設けられる一対の電極と、によって構成される
振動子を備える。ここで、一方の電極はシグナル電極であり、素子ごとに分離（スライス
）される。他方の電極はグランド電極であり、それについては一般に素子ごとの電気的な
分離はされない。
【０００３】
　上記振動子に対して電子セクタ走査が適用される場合、各素子への送信信号に対する遅
延制御及び各素子からの受信信号に対する整相加算制御が実行される。
【０００４】
　ここで、近距離の分解能を高めるため、診断深さが近距離に設定される場合には開口（
送受波開口）が小さく設定される。すなわち、近距離の計測の場合には振動子を構成する
全素子の中で一部の素子を利用して送受波が行われ、遠距離の計測については振動子を構
成するすべての素子を利用して送受波が行われる。
【０００５】
　上記の開口制御は、アレイ方向について行われるものであるが、そのアレイ方向と直交
する方向（エレベーション方向）についても、開口制御（あるいは重み付け制御）を行う
のが望ましい。
【０００６】
　そこで、従来においては、上下双方又は一方の電極に対して両側辺部に無電極部を形成
し、その部分では電界の形成を行わないことで、エレベーション方向の開口可変を行って
いた。すなわち、近距離計測の場合、アレイ方向については電子的な素子選択によって開
口が制限され、エレベーション方向についてはその素子選択に伴う電極幅の事実上の制限
により開口が制限されていた。
【０００７】
　また、例えば、特許文献１には、圧電素子アレイの上面に設けられる第１電極の一方の
側辺部には無電極部（切取部）を形成し、圧電素子アレイの下面に設けられる第２電極の
他方の側辺部には無電極部（切取部）を形成した超音波探触子が提案されている。特許文
献１の超音波探触子のように、上下に無電極部が形成されていない部分を音響的に見て有
効領域として機能させ、上下いずれかが無電極となった部分を音響的に見て無効領域又は
低減された領域として機能させることにより、エレベーション方向についての開口が制御
（あるいは重み付けが制御）される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特許第３６６２８３６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ところで、上記のような超音波探触子では、電極と無電極部との間に段差が生じていた
。そのため、電極上に超音波探触子の他の部材を加圧接着した時に、圧力が振動子に均等
に加わらず、振動子に割れ等の損傷が発生する虞があった。
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【００１０】
　そこで、本発明の目的は、電極上に超音波探触子の他の部材を加圧接着しても、振動子
に割れ等の損傷が発生することを抑制する超音波探触子及びその製造方法を提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の超音波探触子は、振動子本体部と、前記振動子本体部の一面に設けられる第１
電極と、前記振動子本体部のもう一方の面に設けられる第２電極と、前記振動子本体部の
一面及びもう一方の面の側辺部に形成される無電極部と、を有する振動子を含み、前記一
方の側辺部の無電極部には、前記第１電極と同じ厚みであり、前記第１電極と電気的に非
導通の第１スペーサが形成され、前記もう一方の側辺部の無電極部には、前記第２電極と
同じ厚みであり、前記第２電極と電気的に非導通の第２スペーサが形成される。
【００１２】
　また、前記超音波探触子において、前記第１スペーサと前記第１電極とは同じ材質であ
り、前記第２スペーサと前記第２電極とは同じ材質であることが好ましい。
【００１３】
　また、前記超音波探触子において、前記第１スペーサ及び前記第２スペーサの一方の辺
は、前記振動子本体部の側辺部の端部まで存在していることが好ましい。
【００１４】
　また、本発明の超音波探触子の製造方法であって、振動子本体部と、前記振動子本体部
の一面に設けられる第１電極と、前記振動子本体部のもう一方の面に設けられる第２電極
と、前記振動子本体部の一面及びもう一方の面の側辺部のうち少なくともいずれか一方の
側辺部に形成される無電極部と、を有し、前記無電極部には、前記第１電極及び前記第２
電極と同じ厚みであって、前記第１電極及び前記第２電極と電気的に非導通のスペーサが
形成されている振動子を用意し、前記第１電極及び前記第２電極上に超音波探触子の他の
部材を加圧接着する。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、電極上に超音波探触子の他の部材を加圧接着しても、振動子に割れ等
の損傷が発生することを抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本実施形態に係る超音波探触子の製造方法の一例を説明するための図である。
【図２】（Ａ）は、第１電極側から見た振動子の構成の一例を示す模式上面図であり、（
Ｂ）は、第２電極側から見た振動子の構成の一例を示す模式上面図である。
【図３】（Ａ）は、第１電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図であり
、（Ｂ）は、第２電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図である。
【図４】（Ａ）は、第１電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図であり
、（Ｂ）は、第２電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図である。
【図５】（Ａ）は、実施例２における超音波探触子の出力波シュミレイション実験の結果
を示す図であり、（Ｂ）は、比較例における超音波探触子の出力波シュミレイション実験
の結果を示す図である。
【図６】従来の超音波探触子の製造方法を説明するための図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の実施の形態について以下説明する。
【００１８】
　図１は、本実施形態に係る超音波探触子の製造方法の一例を説明するための図であって
、本実施形態の超音波探触子の主要構成の一例が示されている。図１に示すように、超音
波探触子１は、振動子本体１０と振動子本体１０の上面（一面）及び下面（もう一方の面
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）に形成された第１電極１２及び第２電極１４とを含む振動子１６と、第２電極１４上（
振動子１６の下面側）に設けられるバッキング層１８と、第１電極１２上（振動子１６の
上面側）に設けられる整合層２０と、整合層２０上に設けられる音響レンズ（不図示）と
、を備える。第２電極１４には、後述する無電極部２２ｂ側の側辺部とは反対側の側辺部
にフレキシブル回路基板（ＦＰＣ）２６が接続され、第１電極１２には、後述する無電極
部２２ａ側の側辺部とは反対側の側辺部にリード線等の信号線（不図示）が接続される。
【００１９】
　振動子１６は超音波の送受信を行うことができるものであれば特に制限されるものでは
なく、例えば、圧電現象を用いた振動子、光の共振を用いた振動子、容量の変化を用いた
振動子等が挙げられる。なお、本実施形態では、圧電現象を用いた振動子を例として、以
下説明する。
【００２０】
　図２（Ａ）は、第１電極側から見た振動子の構成の一例を示す模式上面図であり、図２
（Ｂ）は、第２電極側から見た振動子の構成の一例を示す模式上面図である。振動子本体
１０は、例えばＰＺＴ（チタン酸ジルコン酸鉛）等の圧電材料等で構成されている。振動
子本体１０は、圧電板等の単板であってもよいが、電子セクタ捜査による開口制御を行う
ことができる点で、図示されるように、アレイ方向（Ｘ方向）に沿って配列された複数の
振動子素子１０ａにより構成されていることが好ましく、具体的には圧電板等をカッティ
ング（ダイシング）することによって、複数の圧電素子（振動子素子１０ａ）が形成され
る。
【００２１】
　第１電極１２及び第２電極１４の双方又は一方は、振動子素子１０ａごとに切断される
。例えば、第１電極１２がグランド電極として機能する場合、第１電極１２は振動子素子
１０ａごとに設けられた電極要素１２ａによって構成されており、各電極要素１２ａは相
互に一体化される。一方、第２電極１４がシグナル電極として機能する場合、振動子素子
１０ａごとに設けられた複数の電極要素１４ａによって構成され、それぞれ電気的に分離
されている。
【００２２】
　また、振動子１６は、振動子本体１０の上面及び下面双方の側辺部に形成される無電極
部（２２ａ，２２ｂ）を備える。詳細は後述するが、振動子１６に音圧レベルの重み付け
を付与することができる点で、第１電極１２及び第２電極１４が反転対称の関係となるよ
うに無電極部（２２ａ，２２ｂ）が形成されることが好ましい。すなわち、図２（Ａ），
（Ｂ）に示すように、振動子本体１０の上面側の無電極部２２ａがアレイ方向（Ｘ方向）
に沿った振動子本体１０の一方の側辺部に形成される場合、振動子本体１０の下面側の無
電極部２２ｂは、振動子本体１０の上面側の無電極部２２ａが形成される側辺部とは反対
側の側辺部に形成されることが好ましい。本実施形態では、振動子本体１０の上面及び下
面双方の側辺部に無電極部が（２２ａ，２２ｂ）形成されているが、これに制限されるも
のではなく、振動子本体１０の上面又は下面一方の側辺部に無電極部が形成される場合も
含まれる。通常、無電極部は、振動子１６に音圧レベルの重み付けを付与する点で、アレ
イ方向に沿った振動子本体１０の側辺部に形成されるが、必ずしもこれに制限されるもの
ではなく、無電極部は、エレベーション方向（Ｙ方向）に沿った振動子本体１０の側辺部
に形成されてもよい。すなわち、無電極部は、振動子本体１０の上面及び下面の側辺部の
うち少なくともいずれか一方の側辺部に形成されるものである。
【００２３】
　そして、無電極部２２ａには、第１電極１２と同じ厚みであって、第１電極１２と電気
的に非導通のスペーサ２４ａが設けられ、無電極部２２ｂには、第２電極１４と同じ厚み
であって、第２電極１４と電気的に非導通のスペーサ２４ｂが設けられる。
【００２４】
　そして、このような構成の振動子１６の第１電極１２及び第２電極１４に所定の電圧が
印加されると、振動子本体１０が振動し、超音波探触子１から所望の超音波が放射される
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。
【００２５】
　また、上記構成の振動子１６に対しては、例えば電子セクタ捜査が適用されることが好
ましい。すなわち、送受信開口内の振動子素子１０ａ群の全体又は一部を利用して送信ビ
ーム及び受信ビームが形成される。例えば、診断距離あるいはフォーカス点が深い場合に
は、振動子素子１０ａ群の全体を利用して送信ビーム及び受信ビームが形成され、診断距
離あるいはフォーカス点が浅い場合には、振動子素子１０ａ群の一部を利用して送信ビー
ム及び受信ビームが形成される。
【００２６】
　また、本実施形態では、第１電極１２及び第２電極１４が反転対称の関係となるように
無電極部（２２ａ，２２ｂ）が形成されているため、振動子１６の中央部における音圧レ
ベルを高く、無電極部（２２ａ，２２ｂ）が形成された側辺部における音圧レベルを低く
又は零にして、エレベーション方向（Ｙ方向）の重み付けが施されている。なお、本実施
形態の無電極部（２２ａ，２２ｂ）に形成されるスペーサ（２４ａ，２４ｂ）は、第１電
極１２又は第２電極１４と電気的に非導通であるため、このような振動子１６に付与され
る機能が損なわれることはない。
【００２７】
　次に、超音波探触子１の製造方法について説明する。超音波探触子１の製造方法におい
て、振動子１６に超音波探触子１の他の部材を設置する場合、例えば、図１に示すように
第２電極１４上（振動子１６の下面側）にバッキング層１８を設置する場合、第１電極１
２上（振動子１６の上面側）に整合層２０を設置する場合、振動子１６の下面側とバッキ
ング層１８との間、振動子１６の上面側と整合層２０との間に接着剤を流し込み、加圧接
着される。
【００２８】
　図６は、従来の超音波探触子の製造方法を説明するための図であって、従来の超音波探
触子の要部構成が示されている。図６に示す従来の超音波探触子２は、無電極部（２８ａ
，２８ｂ）にスペーサが形成されていないこと以外は、図１に示す本実施形態の超音波探
触子１と同様の構成である（同様の構成については同一の符号を付している）。図６に示
すように、従来の超音波探触子２には、無電極部（２８ａ，２８ｂ）にスペーサが形成さ
れていないため、振動子３０と他の部材（バッキング層１８、整合層２０等）とを加圧接
着する際、無電極部（２８ａ，２８ｂ）は圧力の掛からない空間となる。このように、圧
力の掛からない空間が存在すると、加圧接着の際、振動子３０の上面側又は下面側には均
一に圧力が掛からないため、振動子本体１０や電極に割れ等が発生し易くなる。
【００２９】
　しかし、本実施形態では、図１に示すように、振動子１６と他の部材（バッキング層１
８、整合層２０等）とを加圧接着する際、圧力の掛からない空間（無電極部２２ａ，２２
ｂ）の一部には、第１電極１２及び第２電極１４と同じ厚みのスペーサ（２４ａ，２４ｂ
）が存在しているため、振動子１６の上面側又は下面側にはほぼ均一に圧力が掛かり、振
動子本体１０や電極等の割れの発生を抑制することができる。ここで、電極と同じ厚みと
は、加圧接着前のスペーサが電極より大きな厚みを有する場合でも、加圧接着した際に電
極と同じ厚みに圧縮される場合も含まれる。
【００３０】
　無電極部（２２ａ，２２ｂ）に形成されるスペーサ（２４ａ，２４ｂ）の材質は、加圧
接着した際に破壊する虞のないものでれば、金属、樹脂、ゴム等、特に制限されるもので
はないが、スペーサ（２４ａ，２４ｂ）の形成が容易である点で、電極と同じ材質である
ことが好ましい。例えば、振動子本体１０の両面全体に銅箔、銀箔等の金属箔を貼り付け
た後、電極とスペーサ（２４ａ，２４ｂ）との間に所定の間隔が空くように、アレイ方向
に沿って金属箔を所定幅切り取り（振動子本体１０を露出させる）、電極と、電極と同じ
材質のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）とを形成する。また、例えば、電極とスペーサ（２４
ａ，２４ｂ）との間に所定の間隔が空くように、銅粒子、銀粒子等の金属粉を含むペース
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トをパターン印刷（塗布）して、電極と、電極と同じ材質のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）
とを形成する。
【００３１】
　また、スペーサ（２４ａ，２４ｂ）の材質にエポキシ等の樹脂、シリコン等のゴム等の
絶縁性の材質を用いる場合には、電極とスペーサ（２４ａ，２４ｂ）の非導通は確保され
るため、電極とスペーサ（２４ａ，２４ｂ）との間に所定の間隔を空けることなく、電極
とスペーサ（２４ａ，２４ｂ）を隣接させてもよい。樹脂、ゴム等の絶縁性の材質のスペ
ーサを用いる場合には、例えば、振動子本体１０の両面全体に銅箔、銀箔等の金属箔を貼
り付けた後、アレイ方向に沿って金属箔を所定幅切り取って、無電極部（２２ａ，２２ｂ
）を形成した後に、無電極部（２２ａ，２２ｂ）上に樹脂、ゴム等の絶縁性の材質のスペ
ーサを貼り付ける。また、例えば、無電極部（２２ａ，２２ｂ）以外の振動子本体１０に
、銅粒子、銀粒子等の金属粉を含むペーストをパターン印刷（塗布）した後に、無電極部
（２２ａ，２２ｂ）上に樹脂、ゴム等の絶縁性の材質のスペーサを貼り付ける等でもよい
。
【００３２】
　図３（Ａ）は、第１電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図であり、
図３（Ｂ）は、第２電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図である。第
１電極１２はグランド電極として機能するものであり、その第１電極１２は振動子素子１
０ａごとに設けられた電極要素１２ａによって構成されているが、各電極要素１２ａは相
互に一体化されている。図３（Ａ）に示すように、第１電極１２を構成する電極要素１２
ａの一方端（無電極部２２ａ側）は、先細に形成され、電極要素１２ａの他方端（無電極
部２２ａ側と反対側）は、幅広のままとされている。また、第２電極１４はシグナル電極
として機能するものであり、その第２電極１４は振動子素子１０ａごとに設けられた複数
の電極要素１４ａによって構成され、それぞれ電気的に分離されている。図３（Ｂ）に示
すように、電極要素１４ａの一方端（無電極部２２ｂ側と反対側）は幅広のままとされて
おり、電極要素１４ａの他方端（無電極部２２ｂ側）は先細に形成されている。
【００３３】
　また、振動子本体１０の上面及び下面双方の側辺部には、第１電極１２及び第２電極１
４が反転対称の関係となるように無電極部（２２ａ，２２ｂ）が形成されている。すなわ
ち、図３（Ａ），（Ｂ）に示す振動子１６では、第１電極１２の電極要素１２ａにおける
先細の一方端は、振動子本体１０を介して第２電極１４の電極要素１４ａにおける幅広の
一方端が対応し、第１電極１２の電極要素１２ａにおける幅広の他方端は、振動子本体１
０を介して第２電極１４の電極要素１４ａにおける先細の他方端が対応する。このような
構成により、電極要素（１２ａ，１４ａ）の先細形状の部位における音圧レベルを低下さ
せることができる。すなわち、エレベーション方向（Ｙ方向）に沿って中央部から両端部
にかけて除々に音圧レベルを下げることが可能となる。
【００３４】
　また、無電極部２２ａには、第１電極１２と同じ厚みであって、第１電極１２と電気的
に非導通のスペーサ２４ａが設けられ、無電極部２２ｂには、第２電極１４と同じ厚みで
あって、第２電極１４と電気的に非導通のスペーサ２４ｂが設けられている。
【００３５】
　また、図３（Ａ），（Ｂ）に示すスペーサ（２４ａ，２４ｂ）は、電極と反対側のスペ
ーサ（２４ａ，２４ｂ）の側辺部が、振動子本体１０の一方の側辺部の端部まで存在して
いる。加圧接着の際に振動子１６にほぼ均一に圧力が掛かり、振動子１６の損傷をより確
実に防ぐことができる点で、電極と反対側のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）の側辺部は、図
２に示すような振動子本体１０の一方の側辺部の端部まで存在していないものより、図３
に示すような振動子本体１０の一方の側辺部の端部まで存在している方が好ましい。
【００３６】
　図４（Ａ）は、第１電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図であり、
図４（Ｂ）は、第２電極側から見た振動子の構成の他の一例を示す模式上面図である。図
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４に示す第１電極１２及び第２電極１４の形状は、図３に示す第１電極１２及び第２電極
１４の形状と同様であり、その説明を省略する。
【００３７】
　図４に示すスペーサ（２４ａ，２４ｂ）は、電極側のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）の側
辺部の形状が、電極の側辺部の形状に沿ったものである。すなわち、電極側のスペーサ（
２４ａ，２４ｂ）の側辺部は、多数の三角形を連結させたようなギザギザの形態を有して
おり、電極の側辺部の形状に沿うように配置されている。なお、図２に示すスペーサ（２
４ａ，２４ｂ）も電極側のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）の側辺部の形状が、電極の側辺部
の形状に沿った形となっている。このように、電極側のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）の側
辺部の形状を電極の側辺部の形状に沿った形にすることにより、加圧接着の際に、圧力の
掛からない無電極部（２２ａ，２２ｂ）の空間を効率的にスペーサ（２４ａ，２４ｂ）で
埋めることができるため、加圧接着の際に振動子１６にほぼ均一に圧力が掛かり、振動子
１６の損傷をより確実に防ぐことができる。
【００３８】
　以上のように、加圧接着の際に、圧力の掛からない無電極部（２２ａ，２２ｂ）に、電
極と同じ厚みであって、電極と非導通のスペーサ（２４ａ，２４ｂ）を設けることにより
、加圧接着の際に振動子１６に均一に圧力が掛かり、振動子１６の損傷を抑制することが
できる。
【００３９】
　さらに、超音波探触子の超音波の送受信時においては、無電極部（２２ａ，２２ｂ）の
空間を埋めるスペーサ（２４ａ，２４ｂ）が、振動子１６の振動を抑制するスタビライザ
の機能を果たす。したがって、超音波の送信時に、超音波の出力波を送受信開口から正面
方向へ均等に伝えることができるため、Ｓ／Ｎ比の向上や他方向からのノイズの受信を抑
制することができ、高品質の画像を得ることが可能となる。
【実施例】
【００４０】
　以下、実施例及び比較例を挙げ、本発明をより具体的に詳細に説明するが、本発明は、
以下の実施例に限定されるものではない。
【００４１】
　実施例１では、図３に示す振動子１６を用意し、該振動子１６の第１電極上に整合層、
第２電極上にバッキング層を加圧接着して、図１に示すような超音波探触子１を製造した
。実施例１における加圧接着時の圧力は数ｋｇ程度とした。
【００４２】
　そして、超音波探触子製造後、超音波探触子を分解して、振動子を観察したところ、割
れ等の損傷は観察されなかった。
【００４３】
　図５（Ａ）は、実施例２における超音波探触子の出力波シュミレイション実験の結果を
示す図である。実施例２では、図１に示す超音波探触子１及び図３に示す振動子１６を用
いた。出力波シュミレイション実験では、実施例２の超音波探触子を図５（Ａ）の右側の
図の通りに設置し、ＰＺＦｌｅｘシュミレータを使用して、出力波シュミレイション実験
を行った。
【００４４】
（比較例）
　図５（Ｂ）は、比較例における超音波探触子の出力波シュミレイション実験の結果を示
す図である。比較例では、図６に示す超音波探触子２（スペーサを設置していない振動子
を備えている）を用いた。但し、電極の形状は、図３に示す電極の形状である。出力波シ
ュミレイション実験では、比較例の超音波探触子を図５（Ｂ）の右側の図の通りに設置し
、ＰＺＦｌｅｘシュミレータを使用して、出力波シュミレイション実験を行った。
【００４５】
　図５（Ａ）及び（Ｂ）の左側の図は、超音波送信時の出力波の波面が表されている。図
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５（Ａ）の左側の図から分かるように、スペーサを備える実施例２の超音波探触子では、
超音波送信時の出力波の波面が正面方向（図において左側）へ均等に伝わっていた。これ
は、無電極部の空間を埋めるスペーサが、振動子の振動を抑制するスタビライザの機能を
果したためと考えられる。一方、図５（Ｂ）の左側の図から分かるように、スペーサを設
置していない比較例の超音波探触子では、超音波送信時の出力波の波面が正面方向へ（図
において左側）均等に伝わらず、斜め方向に伝播することが分かった。比較例では、無電
極部の空間を埋めるスペーサが存在していないため、振動子の振動が実施例より激しく起
こっているためと考えられる。
【００４６】
　実施例２のように、超音波の出力波を正面方向へ均等に伝えることができれば、Ｓ／Ｎ
比の向上や他方向からのノイズの受信を抑制することができるため、高品質の画像を得る
ことが可能である。
【符号の説明】
【００４７】
　１，２　超音波探触子、１０　振動子本体、１０ａ　振動子素子、１２　第１電極、１
２ａ，１４ａ　電極要素、１４　第２電極、１６，３０　振動子、１８　バッキング層、
２０整合層、２２ａ，２２ｂ，２８ａ，２８ｂ　無電極部、２４ａ，２４ｂ　スペーサ、
２６フレキシブル回路基板。
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